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1 は じ め に
2013年国連国際法委員会（ILC）は、「武力紛争に関連する環境の保護」
（Protection of Environment in relation to armed conﬂicts）を作業計画におけ
る起草作業の議題として設定した1）。こうした議題選定の背景には、軍事技術
の発展とともに武力紛争による環境への影響の態様が多様化し、複雑化したこ
とへの懸念、そして環境保護の観点から関連した国際法規範の成熟度、国際社
会がこの問題に取組む必要性が改めて認識されるようになった状況がある2）。
1) Ofﬁcial Records of the General Assembly, Sixty-eighth Session, Supplement No.
10 (A/68/10), para. 131.
2) ILC の課題選定には、国際社会における法典化の必要性、国家実行の十分な成
熟度、具体性および実施可能性を考慮し、伝統的な主題に限定することなく、国際
社会全体の重要な関心事項を反映することが求められる（Yearbook of the →
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20世紀の軍事技術の飛躍的発展は、新たな戦術として人為的な環境改変を可能
にし、ベトナム戦争における環境改変技術の敵対的使用は深刻な環境損害をも
たらした。環境法分野の目覚ましい発展とともに、武力紛争に関連する環境保
護の問題はさまざまな機会で検討されてきた。しかし、国際社会がこの問題に
ついて有効な法的結論を導き出すことはなかった。
ILC がこの議題に取組むようになった直接のきっかけは、2009年環境法研
究所（The Environmental Law Institute）との協力で作成された国連環境計
画（UNEP）報告書「武力紛争時の環境を守る：国際法のインベントリと分
析」（Protecting the Environment during Armed Conﬂict : An Inventory and
Analysis of International Law）である。UNEP は、同報告書勧告⚓で、「武力
紛争の際に環境を保護するための現行の国際法を検討し、それらがどのように
明確化・体系化し、拡大できるかについて勧告」するよう、ILC に要請した
のである3）。これを受けて、ILC は第63会期（2011年）で武力紛争に関連する
環境問題を長期作業計画に加えることを承認した4）。第65会期（2013年）にお
いて「武力紛争に関連する環境の保護」が作業主題として設定され、Marie
Jacobsson 委員が特別報告者に任命された。特別報告者は、第66会期（2014
年）において平時における武力紛争に関連する環境の保護に関する規則をまと
めた予備報告書（A/CN.4/674）を提出した。さらに、第67会期（2015年）に
は武力紛争下における環境の保護に関する規則について検討した第⚒報告書
（A/CN.4/685）が、第68会期（2016年）には武力紛争後における環境保護に関
する規則を検討した第⚓報告書（A/CN.4/700）がそれぞれ提出された。その
後、第69会期（2017年）第3375回会合ではこの主題に作業部会を置くことが決
→ International Law Commission, 1997, vol. II, Part Two, para. 238 ; Ibid., Part Two,
para. 553）。
3) 2011 recommendation of the Working-Group on the long-term programme of
work, ILC, Report of the International Law Commission on the Work of its 63th
Session (A/66/10 Annex E), paras. 22-23.
4) Ofﬁcial Records of the General Assembly, Sixty-sixth Session, Supplement No.
10 (A/66/10), paras. 365-367.
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定され、議長として Marcelo Vazquez-Bermudez 委員が任命された。そして、
Jacobsson 委員の任期満了により、委員会は現在新しい特別報告者として
Marja Lehto 委員を迎えている。
2016年⚕月、国連環境総会は武力紛争の影響を受ける地域の環境保護に関す
る決議（2/15)5）を採択し、適用されうる国際法規則が実施できるように加盟
国に呼びかけた。ここで ILC の作業は明示的に言及され、UNEP の常務理事
は ILC との相互作用を継続するよう要請した6）。武力紛争に関連した環境保護
のための最善の処方箋に国際社会の構成員すべてが合意することは難しいかも
しれないが、国家実行は変化しつつあり、環境への配慮は主流（mainstream）
へと位置づけられた7）。この論文では ILC による「武力紛争に関連する環境
の保護」の作業を振り返り、これまでの検討過程から得られた成果と課題につ
いて概観し、その方法論、分析の範囲および法的基盤を中心に作業内容に関す
る予備的考察を行うこととしたい。
2 ｢武力紛争に関連する環境の保護」の法典化
⑴ 特別報告者 Jacobsson 委員による報告書
特別報告者 Jacobsson 委員による検討の対象は、武力紛争法の規則と交戦
行為に限らない。つまり、武力紛争時のみならず、その前後をも含めて包括的
な検討を行うことが作業範囲として想定されている。表題を「武力紛争下にお
ける（in）環境の保護」ではなく「武力紛争に関連する（in relation to）環境
の保護」に設定したことからも、このような意図がうかがえる。Jacobsson 委
員は、武力紛争に関連する環境の保護を、武力紛争発生以前（pre-armed
conﬂict：フェーズⅠ）、武力紛争時（during armed conﬂict：フェーズⅡ）、そ
して武力紛争終了後（post-armed conﬂict：フェーズⅢ）に区分し、特に考慮
5) Resolution 2/15, United Nations Environment Agency, Protection of the
environment in areas affected by armed conﬂict (4 August 2016), UNEP/EA.2/Res.
15.
6) Ibid., para. 10.
7) A/CN.4/SR.3318, p. 3.
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すべき関連国際法の規則を中心に検討を行ったが、任期中にこの主題に関する
すべての任務を完了することはできなかった。新任の特別報告者 Lehto 委員
の任務はこの議題の完了を目指して残りの課題を処理することであるが、現段
階において主要論点に関する議論が尽くされたとは言えず、特別報告者の作業
の方向性によっては最終的な成果物のあり方が大きく左右されることにもなる。
⒜ 予備報告書
予備報告書は、フェーズⅠに対する概観として、いわゆる「平時の潜在的な
武力紛争状態における環境の保護」に関する関連規則および原則を検討してい
る8）。また、ここでは委員会の非公開協議で提示された意見、第⚖委員会にお
ける議論、第65会期で委員会により要請された当該主題に対する各国の報告内
容、特別報告者が国際組織に問い合わせた内容などが示されている。さらに、
検討範囲、方法論および用語の使用についての検討が行われている。
予備報告書の目的は、潜在的な武力紛争における環境影響を減らすための防
止措置に関する国際環境法の法的義務および原則を明らかにし、フェーズⅠの
内容を発展させることである9）。第⚑に特別報告者は、武力紛争時において暫
定的に適用されうる環境原則および概念として、① 持続可能な発展、② 予防
原則、③ 汚染者負担原則、④ 環境影響評価、⑤ 適正手続き（due diligence）
について検討を行っている10）。
第⚒にこれを踏まえて特別報告者は、平時の国家慣行および平和維持活動の
事例は情報が限定的で、「普遍的かつ一般的な慣行」が存在すると見なすこと
は難しいと結論付け、これにより「国際慣習法の同定に関する証拠」が確認さ
れたと見なすことは困難であるとの懐疑的な意見を示している。それにもかか
わらず、特別報告者は一部の国家および国際組織が軍事活動の計画樹立や平時
における活動の際に環境に対する配慮をしなければならないという認識が存在
8) Preliminary report on the protection of the environment in relation to armed
conﬂicts (Preliminary report), by Marie G. Jacobsson (A/CN.4/674 and Corr.1).
9) Ibid., para. 54.
10) Ibid., paras. 117-156.
― 4 ― ( 506 )
関法 第68巻 第⚓号
するとし、国際的な軍事協力や平和活動における環境配慮の必要性を強調して
いる11）。
第⚓に特別報告者は、条約における武力紛争の効力、共有天然資源、国際法
の断片化、国家不法行為に対する責任、国家主権の免除、海洋法など、ILC
によるこれまでの作業とこの主題との関係性を明らかにしている12）。また、武
力紛争の原因となる環境的要因に対する分析、文化財保護に関する問題、具体
的な特定武器の使用に関する内容、難民法関連の問題を検討の射程から外すこ
とが示されている13）。
⒝ 第⚒報告書
第⚒報告書は、主に武力紛争時（フェーズⅡ）の環境保護に直接関係する武
力紛争法の現行規則を確認する内容である14）。具体的には、条約の諸規定およ
び基本原則、慣習国際人道法 ICRC 研究、各国の軍事マニュアルなどが検討
されている。また、エリトリア・エチオピア請求委員会事案、コンゴ共和国に
おける武力行使事例など、武力紛争に関連する環境損害について明示的または
黙示的に判断がなされた事例、具体的な裁判例が検討されている（第⚗部)15）。
武力紛争時における環境保護が直接適用される基本的な条約規定としては、
1976年環境改変技術敵対的使用禁止条約（以下、「ENMOD」）、1949年ジュ
ネーブ条約第⚑追加議定書（以下、「第⚑追加議定書」）、そして国際刑事裁判
所規程（以下、「ICC 規程」）の関連条項が検討されている16）。また、非武装
地帯、非核兵器地帯、自然遺産地帯と生態系上特に重要性を有する地区など、
「保護地帯および保護地区」について検討が行われ（第⚙部）、将来の作業計画
（第10部）が示されている。第⚒報告書の最後には、特別報告者による⚕つの
11) Ibid., para. 47.
12) Ibid., paras. 94-116.
13) Ibid., paras. 63-67.
14) Second Report on the protection of the environment in relation to armed
conﬂicts (Second Report), by Marie G. Jacobsson (A/CN.4/685), para. 4.
15) Ibid., paras. 92-119.
16) これらの規定の成立過程について、拙稿「武力紛争時における環境損害に関する
国際規範の形成」関西大学法学論集61巻⚑号（2011年）72～122頁。
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原則草案（draft principles）、原則草案の範囲および目的に関する前文草案
（draft preambular paragraphs）が提示されている17）。
⒞ 第⚓報告書
第⚓報告書は、武力紛争終了後（フェーズⅢ）において適用される規則を明
らかにすることに重点を置いている18）。第⚑部では委員会での協議を要約し、
追加情報の提出に応じた国家の応答内容が含まれている。第⚒部では、特に国
際投資、先住民族の権利に焦点を当てた検討を行い、平和協定、軍隊の駐留や
作戦に関連する国家実行、UNEP などの国際機関の実行、判例について言及
している。
第⚓報告書の実質的意義は、情報のアクセスと共有および協力義務を扱って
いる点である。情報へのアクセスと共有は、環境に対する脅威を予防・軽減・
対応する際に不可欠なものであるため、これを保証する法的手段は重要性を増
している。報告書ではオーフス条約およびエスポー条約について検討し、関連
する国際的文書として生物多様性条約などの実施状況、2012年国連持続可能な
開発会議の成果文書などが示されている19）。その他、軍事作戦や平和維持活動
における環境情報アクセスの法的重要性も強調されている。最後に、報告書は
⚓つのフェーズの基本的な分析を踏まえて将来のプログラムのための提案で締
めくくられている20）。
⑵ 原則草案の基本構成と内容
⒜ 原則草案の構造および射程
⛶ 暫定採択の原則草案
2016年⚘月、草案委員会には原則草案に関する二つの報告書が提出された。
最初の報告書は第67会期（2015年）で検討された原則草案を草案委員会が修正
17) Second Report, Annex I, pp. 72-73.
18) Third Report on the protection of the environment in relation to armed conﬂicts
(Third Report), by Marie G. Jacobsson (A/CN.4/700).
19) Ibid., paras. 130-141.
20) Ibid., paras. 266-270.
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したものであり21）、⚘つの原則草案（⚑、⚒、⚕〔Ⅰ-(x)〕、⚙〔Ⅱ-⚑〕、10
〔Ⅱ-⚒〕、11〔Ⅱ-⚓〕、12〔Ⅱ-⚔〕、13〔Ⅱ-⚕〕）が暫定採択され、そのコメ
ンタリーは全体会合において暫定採択された22）。もう一つの報告書は、⚙つの
原則草案（原則草案⚔、⚖、⚗、⚘、14、15、16、17、18）を含むものである。
これらはコメンタリーを付けずに第68会期で暫定採択され23）、全体会合におい
て留意（take note）された。現段階で原則草案およびコメンタリーは作成途
中であるため、以下では第68会期において暫定採択された原則草案を中心に検
討を行うことにする。
⛷ 原則草案の適用射程と目的
暫定採択された原則草案は、その範囲と目的に関する原則を含む「序」
（Introduction）に続く⚓つの部分で構成される。第⚑部は基本的に平和が支
配的な状態であるフェーズⅠにおいて適用される規則を定めるが、⚓つの
フェーズすべてに横断的に関連するより一般的な原則を含めている。第⚒部は
武力紛争時の環境保護に関する原則、第⚓部は武力紛争後の環境保護に関する
原則を定める。
原則草案の「序」は、適用の射程を示す。原則草案は、武力紛争の以前、当
時、以後（pre-, in, post-armed conﬂict）における「環境｣24）の保護に適用さ
れる（原則草案⚑）。各フェーズの区別は、原則草案の開発を促進し、武力紛
争のさまざまな段階で生じる具体的な法的問題を識別するための手助けになる。
また、原則草案の事項的管轄（ratione materiae）として「武力紛争」は、国際的
21) Text of the draft principles provisionally adopted in 2015 and technically revised
and renumbered during the present session by the Drafting Committee (A/CN.4/L.
870/Rev.1).
22) Ofﬁcial Records of the General Assembly, Seventy-ﬁrst Session, Supplement No.
10 (A/71/10), Chapter X, Protection of the environment in relation to armed
conﬂict, para. 145.
23) Text of the draft principles provisionally adopted during the present session by
the Drafting Committee (A/CN.4/L.876).
24) ｢環境」（environment）を、「自然環境」（natural environment）にするかについ
ては今後の議論の結果による（A/CN.4/L.870/Rev.1）。
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武力紛争と非国際的武力紛争を区別しない25）。これは、本原則草案の重要な特徴
の一つであるが、両者を区別しないことにより後述する課題が提起される。
原則草案の目的は、武力紛争に関連する環境への損害を最小化するために予
防措置や救済措置を通じて武力紛争に関連する環境の保護を強化する
（enhancing the protection of the environment in relation to armed conﬂict）
ことである（原則草案⚒）。原則草案は武力紛争時の環境への損害を最小化す
ることを目的とした予防措置、または武力紛争の結果として被害が発生した後
の環境の復原を目指す救済措置を規定する。コメンタリーは、この原則草案の
目的は「強化」（enhancing）という表現に反映されており、漸進的発展のた
めの努力として解釈されてはならないことを喚起する26）。
｢作業上の定義」を採用することが有用であると判断した委員会は、危険な
活動から生じる越境損害の場合の損失配分に関する原則第⚒条を参照し27）、
「環境」（environment）を定義する。それによると、環境とは「天然資源、無
生物または生物、すなわち空気、水、土壌、動植物など、そして同じ要素間の
相互作用、および風景の特徴的な側面（characteristic aspect）」とされる28）。
委員会による環境の定義には環境価値が含まれており、「景観の美的側面など
の非サービス的価値（non-service values）」を含む広範な定義が採用されている。
⒝ 環境保護に関する一般原則（第⚑部）
⛶ 環境保護を強化（enhancing）する措置
原則草案⚔では、国家による履行および実施に関する一般的義務が示されて
いる。国家は国際法に従い、武力紛争に関連する自然環境の保護を強化するた
めに効果的な立法、行政、司法、またはその他の防止措置をとるべきである
25) A/71/10, supra note 22, C. Text of the draft principles on protection of the
environment in relation to armed conﬂict provisionally adopted so far by the
Commission, Commentary to Draft principle. 1, para. 3.
26) Ibid., Commentary to Draft principle. 2, para. 1.
27) Ofﬁcial Records of General Assembly, Sixty-ﬁrst session, Supplement No. 10
(A/61/10), para. 66.
28) Preliminary Report, supra note 8, para. 85.
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（shall）（第⚑項）。さらに国家は、適宜、さらなる措置を講じなければならな
い（should）（第⚒項）。
起草委員会は、提案された措置の規範性の相違をよりよく反映するために、
特別報告者による提案を⚒つに分けて規定している。原則草案の目的は、国家
が武力紛争に関連する環境の保護を強化するために効果的な措置を講じること
を確保することにある。これは、立法措置から政策的性質のものまで幅広い範
囲をカバーするものである。第⚒項は、国家の法的義務に必ずしも対応しない
追加的措置を国家が講じることを奨励する。第⚑項と第⚒項の規範性の違いを
表すために第⚒項では should という表現が使用されている。原則草案で意図
された措置は、紛争前段階で実施されるべき予防措置に限らず、その他の局面
においても同様に関連していると認識され、その結果、第⚒項では「予防的」
という表現が削除されている。
⛷ 保護地区の指定
国家は、主要な環境的かつ文化的重要性のある区域を「保護地帯」
（protected zones）として指定することが求められる（原則草案⚕〔Ⅰ-
(x)〕)29）。この原則は平時の環境保護に対する防止措置に該当するため、第⚑
部に置かれる。これは、さまざまな局面に対して横断的に適用される原則草案
の一例でもある。「保護地帯」は「非武装地帯」（demilitarized zones)30）に対
応する。非武装地帯と中立地域のように、特定の地域を保護し維持するための
手段として、国家が物理的な領域に特別な法的地位を与えることは珍しくない。
国際的合意、または国内法によって指定されたこのような区域は平時にのみ保
護されるのではなく、武力紛争時の攻撃からも保護されることになる。
29) Text of the draft introductory provisions and draft principles I-(x) to II-5,
provisionally adopted by the Drafting Committee at the sixty-seventh session
(A/CN.4/L.870), p. 2.
30) ｢非武装地帯」は、紛争当事者によって設定され、そのような拡大が合意に反す
る場合、当事者がその地帯に軍事作戦を拡大することは禁止される（第⚑追加議定
書第60条）。非武装地帯は平時に設定され、それが実施される場合もあり、完全に
非武装化される領域から、非核兵器地帯、部分的非武装地帯に至るまで多様な形態
がありうる（A/71/10, op. cit., Commentary to Principle 5, para. 2）。
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コメンタリーは、武力紛争の際の文化財の保護に関する条約との関係につい
て、武力紛争において締約国が保護を享受したい文化財項目の目録を作成する
義務を負う（同条約第⚒議定書第11条⚑項）ことを想起する31）。また、締約国
には、適当と認める措置をとることにより、自国の領域内に所在する文化財を
武力紛争による予見可能な影響から保全することにつき、平時においても準備
することが求められる（同条約第⚓条）。しかし、同条約と原則草案とでは範
囲および目的が異なる。武力紛争の際の文化財の保護に関する条約は、平時お
よび戦時における文化財の保護に関する特別な体制であり、委員会はこれを踏
襲することが原則草案の意図ではないことを強調する32）。つまり、この原則草
案の主眼は主に「環境的重要性」を有する領域を保護することにある。
指定区域には「主要な環境および文化的重要性」が認められることが前提で
あるが、その正確な意味についてはあえて定義をしないことで解釈の余地を残
している33）。この原則草案に「文化的」という表現を入れるべきか否かについ
ては議論があった。保護地帯の指定において「文化的重要性」を考慮するとい
う表現は「序」で具体化した原則草案の範囲を超えるため削除することが勧告
された34）。コメンタリーでは、「文化」という用語は環境との密接な連携を推
論するために用いられていることが示されており、生活の糧と生計のための環
境に依存する先住民族の先祖代々の土地は文化的重要性のある区域となる35）。
⛸ 先住民族の環境保護
先住民族は、武力紛争によって最も頻繁に影響を受けてきた。先住民族は土
地との密接な関係があるが故に、武力紛争に大きく影響され、紛争後はさらに
脆弱な状態に陥る36）。「先住民族の環境保護」（Protection of the environment
31) Ibid., paras. 7-8.
32) Ibid.
33) Ibid.
34) Ibid., paras. 8-9.
35) Ibid.
36) 先住民族の国際人権条約に基づく土地に対する権利につき、小坂田裕子『先住民
族の国際法――剥奪の歴史から権利の承認へ』（信山社、2017年）参照。
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of indigenous peoples）と題する原則草案⚖は、国際的かつ地域的条約や裁判
例によって確立した先住民族の法的地位と権利を環境保護の観点から強調する。
武力紛争の際に、国家は先住民族が居住する領域の環境を保護するために適切
な措置をとらなければならない（原則草案⚖第⚑項）。先住民族の居住環境に
悪影響を与える武力紛争の後、国家は救済的措置をとるために適切な手続きに
より、特にその共同体を通じて当該先住民族と有効な協力および協議を実施し
なければならない（第⚒項）。
⛹ 軍隊の駐留および平和活動
原則草案は、国家および国際機関との間の軍隊駐留に関する協定が環境問題
に対処する新しい傾向に着目し、これを反映している。国家および国際機関は、
適宜、武力紛争に関連する軍隊の駐留に関する協定に環境保護に対する条項を
入れるようにしなければならない（should）。このような条項は、予防的措置、
影響評価（impact assessments）、復原および浄化措置（restoration and
clean-up measures）を含むものである（原則草案⚗）。
さらに、武力紛争に関連する平和活動に関与する国家および国際組織は、こ
れらの活動の環境に対する影響を考慮し、環境に対する否定的な影響を防止し、
軽減し、救済するために適切な措置を講じることが義務付けられる（shall）
（原則草案⚘）。これは、環境に対する平和活動の影響を考慮し、あらゆる否定
的な結果を防止し、軽減し、救済するための措置を講じることが求められる国
家と国際機関の認識の高まりを反映している。
⒞ 武力紛争時における適用原則（第⚒部）
⛶ 武力紛争時における環境の一般的保護
原則草案⚙〔Ⅱ-⚑〕は、武力紛争における〔自然〕環境の一般的保護を反
映する⚓つの項目から成る。このような一般的保護は、基本的に武力紛争法の
関連条項に基づき、作成されている。原則草案⚙〔Ⅱ-⚑〕第⚑項は、適用さ
れる国際法、特に武力紛争法に従って、〔自然〕環境を尊重し保護することを
義務付けており、第⚒項は、広範、長期的かつ深刻な損害に対して〔自然〕環
境を保護するための配慮が定められている。これには第⚑追加議定書第55条の
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影響がうかがえるが、コメンタリーによると、国際的武力紛争と非国際的武力
紛争を区別しない原則草案は第⚑追加議定書より射程が広い。さらに第⚑追加
議定書第55条が定めるように人間の生存に関連する損害を及ぼしうる戦闘の手
段および方法に関する禁止は言及されておらず、原則草案はより一般的性質を
有するものである37）。第⚓項は、環境の要素は軍事目標にならない限り
（unless it has become a military objective）、攻撃されることはないとし、「軍
事目標」になるまでは保護の対象であることを強調している。武力紛争時にお
いては、武力紛争法は特別法（lex specialis）であるが、環境保護を提供する
国際法の他の規則は依然として適用可能である38）。このような意味で、原則草
案⚙はすべてのフェーズに関連する。
原則草案10〔Ⅱ-⚒〕は、武力紛争法の諸原則の重要性を強調するものであ
る。つまり、武力紛争時において、予防措置、区別および均衡性（比例性）原
則ならびに攻撃の軍事的必要性に関する規則を含む武力紛争法は、環境保護の
観点から適用されなければならない。特に自然環境の保護に関連して、均衡性
テストの適用の結果、正当な軍事目標に対する攻撃が軍事目標の価値を超えて
環境に対する付随的損害を与える場合、それを控えなければならないことを意
味する。均衡性の原則および軍事的必要性に関する規則を適用する際には、環
境上の配慮が義務づけられる（原則草案11〔Ⅱ-⚓〕）。この環境上の配慮の義
務は、武力紛争法の基本原則の適用に関する原則草案10〔Ⅱ-⚒〕と密接に関
連する。
⛷ 復仇の禁止
復仇による〔自然〕環境への攻撃は禁止されている（原則草案12〔Ⅱ-⚔〕）。
当初、復仇の禁止を原則草案に入れることについては対立があった。この原則
草案は第⚑追加議定書第55条⚒項の文言をそのまま導入したものである。環境
保護のために復仇の禁止は絶対的義務であるとの意見もあったが、国家実行に
基づく根拠を示すべきであるとの慎重な見解もあり、さまざまな立場が示され
37) A/71/10, supra note 22, Commentaries to Draft Principle 9, paras. 6-9.
38) Ibid., para. 5.
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た39）。原則草案の支持を表明した意見は、特に原則草案12〔Ⅱ-⚔〕と第⚑追
加議定書第51条との間のリンクを強調した40）。
第⚑追加議定書第51条は、「第⚒部敵対行為の影響からの一般的保護」に含
まれている同議定書の最も基本的な条項の一つである。この条項は、敵対行為
から生じる危険に対する文民の保護に関する慣習法の成文化であり、復仇の手
段として文民たる住民または個々の文民を攻撃することを禁止する。そのため、
自然環境、またはその一部が復仇の対象となった場合、文民または民用物に対
する攻撃に等しいため、原則草案12〔Ⅱ-⚔〕を原則草案に入れることは必要
である、ということである。最終的には武力紛争に関連した環境の保護を強化
するという原則草案の目的から復仇の禁止を入れる必要性は肯定され、コメン
タリーで詳細な検討を行うこととし41）、同原則草案は暫定採択された。委員会
はこれを、国際法の「漸進的発達」を促すものである、と評価する42）。
⛸ 保護地帯の設定
合意により保護地帯として指定された主要な環境的かつ文化的重要性のある
領域は、それが軍事目標を含まない限り（so long as it does not contain a
military objective）、如何なる攻撃からも保護されなければならない（原則草
案13〔Ⅱ-⚕〕)43）。これは原則草案⚕〔Ⅰ-(x)〕に対応するものであり、原則
草案⚙〔Ⅱ-⚑〕第⚓項によって設定された保護の程度をさらに高める。「合
意」は、他の締約国によって承認された一方的宣言、条約、その他の形態の協
定、非国家主体との合意などを含めて広く解釈されるが、保護は明示的な合意
39) 具体的な議論内容については、A/CN.4/SR.3337, pp. 4-5 参照。
40) A/71/10, op. cit., Commentary to Draft Principle 12, para. 3.
41) Ofﬁcial Records of the General Assembly, Seventieth Session, Supplement No.
10 (A/70/10), p. 112, Summary of the debate, para. 158. コメンタリーは、第⚑追
加議定書第55条⚒項に対して明示的に留保を付している国はイギリス、アイルラン
ド、フランスの⚓カ国のみであることを指摘しつつ、自然環境に対する復仇の禁止
は締約国を拘束することを確認した（A/71/10, supra note 22, Commentary to
Draft Principle 12, para. 6.）。
42) Ibid., para. 10.
43) A/CN.4/L.870, supra note 29, p. 2.
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によって指定された領域のみに与えられる。
ここでは、軍事的利益と環境保護との間で均衡性の原則が機能する。保護地
域を設定する法的意味合いは、提案された保護地域の起源と内容および形態に
よって異なってくるが、武力紛争の当事者が均衡性原則を適用するときにこれ
を考慮するよう喚起する上で役立つ44）。また、予防措置および救済措置の実施
においては保護地帯の特別な地位を考慮して調整する必要がある。
⒟ 武力紛争後に適用される原則草案（第⚓部）
⛶ 武力紛争後の平和プロセス
原則草案14は、平和プロセスにおける環境保護に関する二つの原則で構成さ
れている。紛争当事国は、必要に応じて平和協定を含めて、平和プロセスの一
環として、武力紛争による環境損害への復原（restoration）および保護に関す
る事項に取組むべきである（should）、とする（第⚑項）。さらに、必要に応じ
て関連する国際組織はこの点に関して促進する役割を担うことが示されている
（第⚒項）。
平和協定に関連する原則草案を置くことについては、武力紛争後の環境保護
に関する管理とそれに伴う責任の問題は射程を超えるものであるとし、反対す
る意見もあった45）。しかし起草委員会は、締約国が平和協定にそのような環境
問題に対処することを奨励（encouragement）するという特別報告者の草案か
ら、締約国が平和協定において環境問題に対処すべきである（should）という
義務規定へと、その表現を強めた46）。
原則草案15は、国際組織を含む関連するアクター間の協力については、武力
紛争後の環境評価と救済措置に関連して奨励される（are encouraged）、とす
44) A/71/10, op. cit., Commentary to Draft Principle 13, para. 5.
45) Ibid., Commentary to Draft Principle 14, paras. 166-167.
46) 草案委員会議長の Šturma 委員は、この原則草案が平和プロセスにおいて「より
広く」環境への配慮が考慮に入れられている事実を反映すると言及している
（ILC, Protection of the environment in relation to armed conﬂicts, Statement of
the Chairman of the Drafting Committee, Mr. Pavel Šturma (A/CN.4/SR.3342), p.
9）。
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る。この原則草案の目的は、紛争後の状況において環境評価および救済措置の
実施を確保するために「関連するアクター」間の協力を奨励することにある。
環境評価と救済措置には、国家だけでなく国際機関や非国家主体を含む広い範
囲の主体の努力が関係する。これを示すために、原則草案は「国家と元紛争当
事者」という当初の提案から「関連するアクター」へと、その主体を置き換え
た47）。「環境評価」（environmental assessment）という用語は、予防措置とし
て実施される「環境影響評価」（environmental impact assessments）概念と
混同されるとの指摘があったが、この用語は紛争後の評価に関与するいくつか
の国際機関によって採用されていることから、そのまま用いられることとなっ
た48）。
⛷ 戦争残留物（Remnants of war）
原則草案16は、一般的な戦争残留物に対処するものである。武力紛争の後、
紛争当事国はその管轄または管理下において、環境損害または危険の原因とな
る有害かつ危険な戦争残留物を除去するか、または無害にするよう努めなけれ
ばならない。このような措置は、国際法の適用規則に従って行われるものとす
る（原則草案16第⚑項）。締約国は、その他の国家および国際機関との間で、
適切な状況において、有害かつ危険な戦争の残留物を除去または無害にするた
めの共同作業を含む、技術的かつ物質的支援に関する合意のために努力しなけ
ればならない（第⚒項）。第⚑項および第⚒項は、地雷敷設面、地雷設置地域、
地雷、ブービートラップ、爆発性兵器およびその他のデバイスを消去、削除、
破壊または維持するための国際法上のいかなる権利または義務にも影響を与え
ない（第⚓項）。
これらは、武力紛争法の下で広く認められる一般的な義務である。原則草案
47) 特別報告者による提案は、紛争後の環境評価およびレビューについて国家と武力
紛争の元当事者間の協力の重要性が強調される内容であった。特別報告者による提
案の原則草案15第⚒項の要素が平和活動に関する原則草案⚘の内容によってカバー
されると判断されるため、起草委員会は特別報告者による原則草案の提案から第⚒
項を削除した。Ibid., pp. 9-10.
48) Ibid., p. 10.
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は、技術と資源の援助に関する協定の締結や共同事業の実施を奨励している。
その目的は、本質的に人間と人間が居住する土地に危険をもたらす戦争残留物
による脅威を排除し、それらの土地が正常な安全状態に回復されたことを確認
するためにある49）。
また、原則草案は海戦における残留物に対処し、その有害な影響に関する国
家および国際機関の増幅する懸念を反映している。国家および関連する国際機
関は、海戦の残留物が環境に対する危険にならないことを確保するために協力
しなければならない（原則草案17）。
原則草案16および17は、いわゆる軍事的または爆発性残留物に限定されるも
のではない。それらは、両者とも環境への脅威を表した戦争残留物のあらゆる
形態をカバーするためのものである。特に海戦の軍事的または爆発性残留物は、
武力紛争法において明確に規制されていない。海戦の場合、沿岸国の管轄権が
及ばない場合もあり、さまざまな海洋地域間の法的地位の相違により残留物の
処理が適切に行われない可能性は否定できない。これが、海戦の残留物が特定
の原則によって管理されなければならない理由である。
⛸ 情報へのアクセスと共有
協力義務に関連する原則草案18は、情報へのアクセスの共有と付与に焦点を
当てた原則である。武力紛争後の救済措置を促すために、国家および関連する
国際機関は国際法上の義務に従って（in accordance with their obligations
under international law）関連情報を共有し、アクセスを与える（grant
access）べきである（shall）（原則草案18第⚑項）。この原則草案においては、
国家または国際機関が国家防衛または安全に重要な情報へのアクセスを共有し、
もしくはアクセスを与えることを義務付けるものではない。国家または国際機
関は、かかる状況の下で可能な限り多くの情報を提供することを視野に誠実に
49) 特別報告者による原則草案16〔Ⅲ-⚓〕では、敵対行為の停止の後、「遅滞なく
（without delay）」行動する必要性が強調されているものの、非現実的かつ実効性
がないとの指摘があった。村瀬委員は、1940年代に中国国内に残されていた旧日本
軍の化学兵器の処理の着手に50年余りの時間がかかったことを言及し、紛争終了後
直ちに行うことの難しさを指摘した（A/CN.4/SR.3318, pp. 9-10）。
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協力すべきである（shall）（第⚒項）。
この義務は国家にのみ適用されるため、非国家主体が武力紛争の当事者であ
る場合には、第⚑項の範囲内に含まれない。また、国際機関は武力紛争の文脈
において平和維持活動を通じて活動することが多く、救済措置を容易にするた
めの情報を提供することがある。このような情報は、国家や国際機関によって
共有されるか、または情報へのアクセスが与えられる可能性がある。「国際法
上の義務に従って」という表現は、武力紛争に関連する環境保護の文脈におい
て、例えば、地雷の敷設記録を維持するなど、武力紛争後に救済措置を講じる
ための関連義務を含む条約などを意味する。「共有」という用語は相互関係に
おいて国家や国際機関によって直接情報が提供されることを指すが、「アクセ
スを与える」という用語は主に個人に対してそのような情報へのアクセスを許
可することを意味する。
3 「武力紛争に関連する環境の保護」原則草案の特徴
⑴ 方法論の有効性
武力紛争をめぐる環境への影響に対して本原則草案は、武力紛争当時のみな
らず、その前後までも扱う。議論の初期段階において特別報告者は、武力紛争
法、環境法、人権法など国際法の各分野の規範から当該主題を分析するのでは
なく、「時期的観点」（a temporal perspective）を採用することを提案した50）。
このような時間的管轄（ratione temporis）の設定は、検討の対象を武力紛争
法の体系に限定せず、特定の法領域を超えて俯瞰的な議論を進めていくための
手法として用いられている。特別報告者の関心は、武力紛争当時において適用
される法規則を中心とするフェーズⅡのみならず、フェーズⅠに該当する潜在
的な武力紛争に関する平時における義務（peacetime obligations relevant to a
potential armed conﬂict）、そしてフェーズⅢに該当する武力紛争後の措置ま
でを包摂している。
こうした手法をとることについては、個別規則の策定において困難を招くと
50) Preliminary Report, supra note 8, para. 58.
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いう憂慮が示されていた51）。しかし、フェーズ区分は便宜上の暫定的なもので、
その区分が人為的であることを特別報告者は充分に認識している52）。たしかに
各フェーズに厳密な線引きをすることは困難であり、関連法規則がそれぞれの
フェーズにおいていかに機能するかを正確に反映することは容易ではない。武
力紛争の交戦段階における環境保護の諸規則を明らかにするより、フェーズⅠ
およびフェーズⅢにおいて適用できる原則を明らかにすることはより一層難し
い挑戦であろう。これらの段階には、国家以外の多様なアクターが係っており、
国家実行の収集や関連研究も乏しい。
しかし、段階的アプローチの採用により新たな視点を取り入れたことで、取
組むべき法的課題の発掘という拡張効果がもたらされていることは明らかであ
る。第⚑に、段階別に特定の法的課題が整理されることで、具体的な結論や指
針の策定作業が容易になる。その前提として、委員会の検討作業が進むにつれ、
フェーズごとに関連する規則と複数のフェーズに横断的に適用される原則の再
構築が行われた。第⚒に、この手法により特別報告者が⚓つのフェーズの問題
領域を偏りなく扱うことを可能にした。第⚓に、従来の法的枠組みからは相対
的に注目度が低かったフェーズⅢについて環境保護に関連する新たな論点を提
示する結果につながった。その有用性については、ILC の議論全体で概ね肯
定的な評価がなされていると言ってよい53）。けれども、各フェーズを区分した
ことで全体的な体制の整合性の調整という別の問題が生じることになる。各
フェーズに適用される原則とすべてのフェーズに横断的に適用される規則およ
び原則を抽出すること、これらを洗練されたかたちで体系化することが委員会
の課題である。
51) Italy (A/C.6/69/SR.22, para. 52), Russian Federation (A/C.6/69/SR.25, para. 101),
Spain (A/C.6/69/SR.26, para. 104) and Republic of Korea (A/C.6/69/SR.27, para.
73).
52) Preliminary Report, op. cit., para. 61.
53) Karen Hulme, lThe ILCʼs work stream on protection of the environment in
relation to armed conﬂictz, Questions of International Law, Vol, 34 (2016), p. 29.
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⑵ 非国際的武力紛争における環境保護への対処：
事項的管轄（ratione materiae)
この原則草案は、武力紛争の国際性を問わず、武力紛争の影響が環境に対し
て生じる場合であれば、非国際的武力紛争をも適用範囲に組み込む。委員会は、
「武力紛争」（armed conﬂict）の定義について「国家間における武力行使があ
る状況、または一国の領域内で政府当局と組織された武装集団との間、または
そのような集団相互の間の継続的な武力行使がある状況である」とする54）。こ
れは、委員会の「武力紛争時条約の効力」条文草案第⚒条を参照し、Tadić 事
件55）で示されたように国家が関与しない非国際的武力紛争を含めるかたちで
修正されたものである。
武力紛争によって生じる環境への影響は、国際的武力紛争と非国際的武力紛
争で異ならない。このような選択の背景には、非国際的武力紛争に適用される
規則の発展とともに非国際的武力紛争の「国際化｣56）が見られ、国際的武力紛
争に適用される規則が非国際的武力紛争においても拡大適用される、という武
力紛争法の動向がある57）。しかし非国際的武力紛争における環境保護の必要性
は認めるものの、非国際的武力紛争を原則草案の適用範囲に組み込むことにつ
いて、非国際的武力紛争に関する規則が国際的武力紛争に関する規則に比べて
圧倒的に少ないという規範の不均衡状態が指摘され、委員会では初期段階から
多くの抵抗が見られた58）。
54) Preliminary Report, op. cit., para. 78.
55) International Tribunal for the Former Yugoslavia, Case No. IT-94-1-A72,
Prosecutor v. Duško Tadić a/k/a “Dule”, Appeals Chamber, Decision on the
Defense Motion for Interlocutory Appeal on Jurisdiction, 2 October 1995, para. 70.
56) 非国際的武力紛争の国際化については、川岸伸「非国際的武力紛争の国際化に関
する ICTY 判例の形成と展開（⚑)(⚒)」法政研究21巻⚒号（2017年⚑月）⚑～22
頁、22巻⚑号（2017年⚘月）⚑～43頁参照。
57) 非国際的武力紛争における適用規範の変化については、新井京「非国際的武力紛
争に適用される国際人道法の慣習法規則：赤十字国際委員会『慣習国際人道法』研
究の批判的考察」同志社法學60巻⚗号（2009年）4139～4163頁。
58) Belarus (A/C.6/69/SR.26, para. 28) ; Iran (Islamic Republic of) (A/C.6/69/SR.27,
para. 13) ; statement by Spain to the Sixth Committee, sixty-ninth session, 3 →
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ところで、環境保護に関連する武力紛争法の主要規定は非国際的武力紛争を
適用対象として想定しているのか。ENMOD は、武力紛争の国際性について
は明示的な規定を置かない。しかし被害国との国家間、もしくは複数の国家が
武力紛争に関与する状況を想定している条文の規定ぶりからすると、その適用
範囲は国際的武力紛争である59）。国家が自らの領域内の非国際的武力紛争に
係っているか、または国家が同意の下で他国の領域内の紛争に関与し作戦を随
行している状況において適用されるかについては明らかにされていない。第⚑
追加議定書は、1949年ジュネーブ諸条約共通第⚒条が定めているとおり、国
際的武力紛争を適用対象とするため、環境保護に関連する規定は、非国際的
武力紛争には適用されない。さらに、戦争犯罪として環境損害を定める ICC
規程は国際的武力紛争のみならず、非国際的武力紛争にも適用されるが60）、
ICC 規程が定める国際的武力紛争における犯罪と非国際的武力紛争における
犯罪とは、明確な区別の下に規定されている。環境損害に関する第⚘条⚒項
⒝⛹は、国際的武力紛争に適用される条項であり、非国際的武力紛争におけ
る環境損害行為を戦争犯罪として定める別途の規定は存在しない61）。しかし
非国際的武力紛争において自然環境に「広範な、長期的かつ深刻な損害」を与
える行為について ICC が管轄権を持たないという事実がそのような行為を正
当化することにはならない62）。
→ November 2014 ; and statement by France to the Sixth Committee, sixty-ninth
session, 29 October 2014.
59) 同条約第⚑条は「各締
・
約
・
国
・
は、他の締約国に対する破壊、損傷または損害を及ぼ
し得る手段として、広範囲な、長期的なまたは深刻な損害〔傍点筆者〕」を及ぼす
ことを規定する。
60) ICC 規程第⚘条⚒項⒡は、「政府当局と組織された武装集団との間またはそのよ
うな集団相互の間の長期化した武力紛争がある場合において、国の領域内で生ずる
そのような武力紛争」について適用する。これは「暴動、独立のまたは散発的な暴
力行為その他これらに類する性質の行為等、国内における騒乱および緊張の事態に
ついては適用しない」ことが規定されており、非国際的武力紛争における同様な行
為は同規定の対象ではない。
61) ICC 規程第⚘条⚒項⒞。
62) Second Report, supra note 14, para. 140.
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このように非国際的武力紛争を適用対象に包含する ILC のアプローチは進
歩的である63）。コメンタリーは、原則草案の適用に関連して武力紛争の性質に
よる両者の区別について言及している64）。例えば、原則草案12〔Ⅱ-⚔〕では
非国際的武力紛争における復仇の禁止が争点となった。1947年ジュネーブ条約
第⚒追加議定書の起草過程では、非国際的武力紛争のすべての状況下において
あらゆる種類の復仇が禁止される、という見解が示された経緯がある65）。一方
で、非国際的武力紛争においても特定の状況においては復仇が認められる、と
いう主張もある66）。このように非国際的武力紛争において適用される法規則に
ついては不明確な状況が多い。この主題に限って言えば、規範の不均衡の解消
が充分な状態とは言えないものの、委員会は両者を区別しない傾向にある武力
紛争法の潮流を受け入れ、非国際的武力紛争に対しても適用範囲に組み込むと
の結論を迎えている。非国際的武力紛争にも共通して適用できる原則をより明
確にし67）、委員会が暫定採択した諸原則の実効性を確保することは、漸進的発
展を任務とする委員会の挑戦的課題である。
63) S-E Pantazopoulos, lProtection of the environment during armed conﬂicts : An
appraisal of the ILCʼs workz, Questions of International Law, Vol. 34 (2016), p. 10.
64) コメンタリーは、原則草案⚙〔Ⅱ-⚑〕自然環境の一般的な保護、原則草案10
〔Ⅱ-⚒〕自然環境に対する武力紛争法の適用、特に復仇の禁止に関する原則草案12
〔Ⅱ-⚔〕との関係で非国際的武力紛争に言及している（A/71/10, op. cit.,
Commentary to Draft Principle 9, para. 7 ; Commentary to Draft Principle 10,
paras. 4, 6, 10 ; Commentary to Draft Principle 12, para. 7）。
65) The Ofﬁcial Records of the Diplomatic Conference on the Reafﬁrmation and
Development of International Humanitarian Law Applicable in Armed Conﬂicts
(Geneva, 1974-1977) vol. IX. このような見解は Canada（p. 428), Iran（p. 429),
Iraq（p. 314), Mexico（p. 318), Greece（p. 429）によって主張された。
66) V. Bílková, lBelligerent reprisals in non-international armed conﬂicts,z ICLQ,
Vol. 63 (2014), p. 31.
67) 原則草案⚙〔Ⅱ-⚑〕第⚓項区別の原則、原則草案10〔Ⅱ-⚒〕第⚒項区別の原則、
均衡性の原則、原則草案11〔Ⅱ-⚓〕均衡性の原則および軍事的必要性に関する部
分は、国際的武力紛争と非国際的武力紛争の両方に適用できる。
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⑶ 適用される法領域をめぐる問題
｢適用される法」の範囲は、原則草案が武力紛争時の局面に限定されないこ
とから、主題の射程設定との関係において検討の主眼をどこに置くのかという
問題と密接にかかわる。これは、当該主題の議論を「武力紛争法｣68）（law of
armed conﬂict）に限定すべきとの見解、そして関連する法領域を武力紛争法
に限定せずにより広く捉えるべきとの見解に大きく分けられる。前者は、武力
紛争という状況における武力紛争法と環境法体系の関連性を、特別法であるか
否かという問いに還元する。特別法として武力紛争法の優先的適用を前提にし、
委員会の作業は国際環境法の概念を抜粋して適用するより武力紛争法の環境保
護に関連する条項を中心に評価を行うことが有効である、との判断が働いてい
る。ところで、武力紛争法と国際環境法は特別法と一般法の関係にあるのか。
国際法の⚒つ以上の規範が同一の主題にかかわる場合には、適用の調整が図ら
れる。その場合、調整ルールの一つとして特別法優先の原則が適用される69）。
武力紛争という特殊な状況に適用されるために成立した武力紛争法は、その状
況の固有の要素をよく考慮し、より具体的に規律する適切な規定を有している
といえる。こうした一定の文脈において、武力紛争法は特別法であると言うこ
とができる。つまり両者の規則が抵触しているのであれば、その限りにおいて
は特別法たる武力紛争法が優先的に適用される。しかし、武力行使の状態にお
いて武力紛争法が有効な法規則であるという前提があるだけで、一般法は引き
68) コメンタリーによれば、「国際人道法」という用語は、武力紛争における犠牲者
の保護を特に重視する観点に基づくものであり、占領および中立に関する法規を含
めてより広い文脈として「武力紛争法」という表現を用いる（A/71/10, supra note
22, Commentary to Principle 9, para. 4）。
69) またこの原則は特別法と一般法の峻別が容易ではなく他の原則との関係性が明確
なものではないため、必ずしも無条件に適用されるものではないことには留意すべ
きである。他には後法優位の原則（lex posterior derogat legi priori）、または規範
的ヒエラルキーとの関係などが問題となりうる。Fragmentation of International
Law : Difﬁculties Arising from the Diversiﬁcation and Expansion of International
Law : Report of the Study Group of the International Law Commission, Finalized
by Martti Koskenniemi (A/CN.4/L.682), para. 56-63.
― 22 ― ( 524 )
関法 第68巻 第⚓号
続き効力を有するため、環境法との関連性については綿密な検討が必要であ
る。
しかし特別報告者は、環境条約の効力に関する具体的検討について技術的困
難を理由にこれを回避している70）。武力紛争の環境条約に対する影響について、
武力紛争の条約に及ぼす影響に関する ILC 条文草案の判断は議論の出発点に
過ぎない。コメンタリーは、環境保護を提供する国際法の他の規則が排除され
ないことを一般論として確認しているだけである71）。結局のところ、条約当事
国の意思によって環境条約の効力範囲は決定されることになるが、委員会の作
業はこれについていかなる指針も提供していない。
すでに述べたように、特別報告者の基本姿勢は既存の武力紛争法の規定を踏
まえて武力紛争がもたらす環境影響に対し包括的に対処するということである。
原則草案全体において「適用される法」は、武力紛争法に限定されるわけでは
ない。しかし、現行の武力紛争法に多くを依拠し、踏襲したかたちで原則草案
の文言は作成されている。直接的かつ間接的に環境保護に関連する武力紛争法
の規定が既に存在するという事実のほか、成文化されている他の国際文書がほ
とんどないという状況がその背景にはある。さらに、関連する判例も少なく国
家実行の検証も容易ではない。このような状況を勘案すると、武力紛争法の規
定のうち一部の環境保護に関連する規定を主に参照することで委員会の作業が
行われることも、理解できなくはない。しかし、武力紛争法と同じ文言を踏襲
することにより生じる不具合もある。
例えば、「広範、長期的かつ深刻な損害に対して〔自然〕環境を保護するた
めの配慮」に関する原則草案⚙〔Ⅱ-⚑〕第⚒項は、第⚑追加議定書の関連規
定を踏襲している。第⚑追加議定書の定める「広範な、長期的かつ深刻な損
害」という要件は定式化し、その後の国際法規則に大きく影響している。他方
で、その定式上の概念の曖昧さ、敷居の高さが問題点として指摘されている。
原則草案がこの定式を採用するのであれば、それが示す意味と解釈に関する指
70) Third Report, supra note 18, para. 100.
71) A/71/10, supra note 22, Commentaries to Draft Principle 9, para. 5.
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針を委員会は提供しなければならない。コメンタリーは原則草案の一般性を強
調することでこれに応えようとするが、その説明は充分なものではない。原則
草案の適用範囲が非国際的武力紛争を組み込んでいるという事実が概念の曖昧
さを相殺するわけではないし、定式の各要素が加重的に適用される構造を維持
する選択についての説明も必要であろう72）。
復仇の手段としての環境に対する攻撃を禁止する原則草案12〔Ⅱ-⚔〕でも、
同様の問題が生じている。すでに指摘したとおり、この規定は第⚑追加議定書
第55条⚒項と同じ文言を採用している。復仇の禁止を原則草案に導入すること
については、次の論点が提起された。復仇の手段としての攻撃の禁止は慣習国
際法を反映するか否か、もし慣習法であるならば非国際的武力紛争はこの原則
によってカバーされるのか73）。特に、第⚑追加議定書第55条⚒項をそのまま一
般原則として提案する原則草案の規定ぶりについて懸念が示された。結果的に、
武力紛争法の現行規定の安易な踏襲により、原則草案が非締約国を拘束する新
たな規則を作り出すとの誤解を招くおそれがある、との批判につながっている
のである74）。
委員会の検討作業において、武力紛争法と他の法領域との間の交錯に対処す
るための理論的検討が尽くされていない感は否めない。委員会作業の検討の主
軸は武力紛争法と環境法に置かれているように思われるが75）、例えば人権など
72) 原則草案⚙〔Ⅱ-⚑〕第⚒項については、ICRC慣習国際人道法研究の規則44の
ように敷居を設定しない選択肢も考えられる。規則44は「戦闘の方法および手段は、
自然環境の保護および保全に十分な考慮をした上で用いらなければならない」とす
る。
73) 導入を支持する立場は、第⚑追加議定書上の復仇の手段としての文民および民用
物、自然環境に対する攻撃の禁止は慣習国際法の一部を形成するという見解である。
他方、慣習法の存在は否定し、第⚑追加議定書上の義務であるとの立場も示された。
第⚑追加議定書については、全体として広く批准されているものの、普遍性を得て
いないとされ、この条項についてはいくつかの国が留保を付している事実も指摘さ
れた（A/71/10, supra note 22, Commentary to Draft Principle 11, para. 4）。
74) Ibid., para. 5.
75) 委員会では、「環境」の定義において「自然環境」に限定しないこと、「文化的重
要性」の概念を取り込むことは、必然的に人権の領域にまで射程を拡大させるこ →
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関連する観点を原則草案に反映することについても立場は多様である。射程を
広く捉えようとする特別報告者のアプローチに対して理解を示す立場と、射程
を限定しようとする立場が混在しているが76）、このような立場の違いは縮まら
ないままである。そのため、人権法の領域にこの原則草案が取組まれることへ
の違和感が、先住民族の権利をめぐる委員会の議論において懸念として表れた
ように思われる。先住民族は外部的要因による干渉に極めて脆弱であり、武力
紛争に関連する環境の保護の文脈からも特別な配慮が必要であることは明らか
である。先住民族の権利に関する規定を原則草案が規定することをめぐっては、
原則草案と先住民族の権利保護との関連性の希薄さが指摘されるなど77）、見解
の相違があった。特別報告者による当初の原則草案が単に武力紛争による先住
民族の環境損害に対応するものではなく人権の観点が強く持ち込まれていたこ
とは確かである78）。最終的に起草委員会は、先住民族の土地と生活環境との特
別な結びつきを前提に、先住民族の居住する環境の保護に焦点を合わせ、とり
わけ武力紛争によって生じる環境損害を取扱う国家の義務と関連付ける内容に
修正を行っている79）。これを踏まえると、武力紛争法のみならず、環境法およ
→ とになるとし、これは検討対象の拡張として捉えられている（A/CN.4/SR.3318, p.
11）。
76) A/71/10, op. cit., para. 159. 武力紛争の前後の段階において人権法が直接・間接
的に環境保護に対して何らかの機能を担うことは期待されるものの、現段階におい
て積極的な分析はなされていない。人間中心主義的性質は否定できないが、人権を
参照する際には環境の資源としての特性、または人間の健康への弊害という観点か
ら環境被害に重きを置くことも考えられる。このような人権法的アプローチの有用
性について、K. Hulme, supra note 53, p. 33 参照。
77) A/71/10, op. cit., para. 177.
78) Third Report, supra note 18, para. 129. 特別報告者が提案したテキストは次のと
おりである。「先住民族の土地と自然環境との関係における伝統的な知識と慣行は
常に尊重されなければならない（第⚑項）」「国家は、先住民族と協力し、協議し、
土地に大きな影響を与える土地と領土の使用に関連して、自由な、事前のイン
フォームド・コンセントを求めるための義務を負う（第⚒項）。」
79) ここでは、国際労働機関の独立国における原住民および種族民に関する条約第⚗
条のテキストが参照された（A/CN.4/SR.3342, p. 6）。委員会では保護地帯の設定を
規定する原則草案Ⅰ-(x)の文脈での対応が主張されたが、他方で先住民族の権利
に関する原則草案はすべての⚓つのフェーズに関連するため、一般原則を含む部 →
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び人権法など国際法の他分野における規則との適用関係を明らかにし、原則草
案の中で法体制間の整合性を模索するという最も根本的な要請について、委員
会ではもう少し踏み込んだ議論がなされる必要があるのではないかと思われる。
コメンタリーは、原則草案が武力紛争法によって承認されている現行の規則
および原則を再形成（reformulating）することなく、武力紛争に関連する環
境保護の指導原則を作成するためにバランスをとっていることを強調する。原
則草案が「武力紛争法および国際法の他の規則の環境保護への参照を構築す
る｣80）ことを意図しているのであれば、この文脈における国際法の関連分野の
原則および規則の適用関係について、その可能性をさらに分析する必要がある。
これについては、第⚖委員会においても同様の意見が出されている81）。完成さ
れた原則草案が実質的に機能するためには、現行の武力紛争法の検討から導き
出された諸規則の実効性を担保しつつ、環境や人権など関連する法領域の規則
をいかに発展させ、取りまとめるかが課題である。これを実現するためには理
論的検証に基づく明確な指針が望まれる。
⑷ 国際環境法の規則の導入
原則草案は国際環境法の原則および動向を強く意識した構成である。環境保
護に対する国家の基本的義務が規定され、さらにそれを具体的に実現するため
の手段として手続的義務が設定され、国際環境法の発展が積極的に取り入れら
れている。第⚑に、原則草案は環境保護の一般的義務として防止義務を設定し
→ 分に配置する必要があるとの意見も示唆された（A/70/10, supra note 41, para.
134）。
80) Ibid., Commentary to Principle 9, para. 5.
81) Austria (A/C.6/70/SR.24, para. 66), Belarus (A/C.6/70/SR.24, para. 15), Croatia
(A/C. 6/70/SR. 24, para. 86), Greece (A/C. 6/70/SR. 24, paras. 2-3), Italy (A/C.
6/70/SR.22, para. 117), Lebanon (A/C.6/70/SR.24, para. 59), Poland (A/C.6/70/SR.
25, para. 18) and Slovenia (A/C.6/70/SR.24, para. 39). 国際法委員会研究会「国連国
際法委員会第66会期の審議概要」『国際法外交雑誌』113巻⚔号（2015年）698頁；
同「国連国際法委員会第67会期の審議概要」『国際法外交雑誌』114巻⚔号（2016
年）108～109頁。
― 26 ― ( 528 )
関法 第68巻 第⚓号
ている。原則草案の適用を通じて、武力紛争時の環境への損害を最小化するこ
とを目的とした予防的な防止措置がとられる。国家は、武力紛争の結果として
環境被害が発生した際に環境の復原を目指す救済措置をとることで武力紛争に
関連する環境保護を強化しなければならない（原則草案⚒）。こうした予防措
置や救済措置は、環境に対して必要な保護を提供するための一般的な対策を指
すものである。被害を最小化するための「予防措置」への参照は主に武力紛争
前後の状況に関連し、「救済措置」は特に紛争後の局面にかかわる。しかし国
家は紛争が終結する前であっても、環境を復原するための救済措置をとること
ができることに留意すべきである。救済措置（remedial measures）は、復原
措置（restorative measures）より明確かつ広範な範囲のものであり、環境を
復原するあらゆる措置を含めるものである。とりわけ、当該措置には対応策の
費用にともなう浄化の合理的費用のみならず、環境破壊による損失または損害、
復原の合理的措置の費用が含まれている82）。このような措置は、平和活動に参
加する国家および国際機関の環境に対する影響を防止する義務としても規定さ
れる（原則草案⚘）。
さらに、原則草案は武力紛争に関連する環境の保護を強化するために、予防
概念と結合しない広い意味の措置をとることを定める。原則草案を実施するた
めに、国家は効果的な立法、行政、司法、またはその他の措置をとることが義
務付けられる（原則草案⚔）。これには国家の義務のみならず、国家の義務を
超える政策的性質の措置までが想定される。また武力紛争に関連する環境の保
護を強化することを目的とするプログラム、ガイドラインまたは実践要綱を開
発することなどが含まれる83）。
第⚒に、原則草案は環境保護に関する一般的義務の設定に加え、これらを実
施するために環境評価、協力義務、情報へのアクセスおよび共有などの手続的
義務84）を導入している。国際環境法分野における環境評価の重要性は予防措
82) A/71/10, supra note 22, Commentary to Draft principle. 2, para. 4.
83) Statement of the Chairman of the Drafting Committee, supra note 48, p. 3.
84) 手続的義務の実施の重要性については、Koyano Mari, lThe Signiﬁcance of →
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置としての機能に限らない85）。原則草案は、事前に環境損害の発生を防止する
手法として影響評価を導入するとともに、事後の救済段階における環境評価に
ついても注目している86）。軍隊の活動に関連する環境評価について、軍隊の地
位のための協定において明示的に規定することを義務付け（原則草案⚗）、防
止措置として活用する。
紛争後の環境評価と救済措置に関連して、国際組織を含む関連アクター間
（among relevant actors）の協力の形成について定められている（原則草案
15）。この原則草案は、現行の法的義務を反映するものではなく、重要な「政
策的考慮の提案｣87）である。また、ここでは協力義務および協議義務が機能す
る局面として先住民族の居住環境の保護（原則草案⚖第⚒項）が想定されてい
る。
さらに協力を確保するための重要な前提として、情報の共有とアクセスの付
与が導入されている（原則草案18第⚑項）。関連情報の共有やアクセスを与え
ることは武力紛争後の救済措置を促すためである。しかし基礎的データの欠如
によって損害の程度を正確に把握できない状況や発生した損害の測定の必要性
を考慮すると、賠償や請求などの事後の処理においても情報の共有およびアク
セスの役割は重要である88）。該当する情報が国家または国際機関の国家防衛ま
たは安全保障にとって重要である場合、第⚑項の規定による義務の例外が認め
→ Procedural Obligations in International Environmental Law : Sovereignty and
International Co-operation,z JYIL, Vol. 54 (2011), pp. 97-150.
85) Third Report, supra note 18, para. 135. また、被害に対して即時の回復措置を施
す必要がある場合、フェーズⅡの局面においても環境評価とレビューは重要である
ことが示唆された（A/71/10, p. 314, para. 168）。
86) 事後救済としての環境影響評価の意義については、石橋可奈美「環境保護の実現
と環境影響評価（EIA）――環境紛争処理における EIA の新たな機能」東京外国
語大学論集91号（2015年）35～55頁参照。
87) A/71/10, op. cit., para. 168.
88) A/CN. 4/SR.3318, p. 7. 特別報告者による原則草案では、「国家および国際機関
は海洋地域を調査し、情報を自由に利用できるように努力する」ことが海戦残留物
の処理に関連して提案されたが（原則草案17〔Ⅲ-⚔〕第⚒項）、このテキストは削
除された。
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られる（第⚒項）。しかし、国家および国際機関は、可能な限り多くの情報を
提供するために全力を尽くすことが求められる。これは誠意をもって協力する
ことによって達成されるべきである。
⑸ 最終成果文書の効果
これまでの武力紛争に関連する環境保護の議論を振り返ってみると、国家は
この問題について極めて慎重なアプローチをとってきたと言える。武力紛争に
関しては、他の問題においても国家が常に慎重な姿勢を見せてきたことは事実
である89）。この議題において委員会が想定する規範体制は、現在のところ条約
化を前提とするものではない90）。それにともない、規範内容が義務規定化しな
いよう慎重な検討をすることが求められている。また、原則草案が既存の法的
義務の一般的適用性（general applicability）を越えないように、他の条約義
務との整合性を保つ内容に調整する必要が指摘されている91）。
ILC による作業の最終的成果物については、法的拘束力を持つ条約から法
的拘束力を持たない条約以外の非拘束的文書まで幅広い選択肢が存在する。そ
の中からどのような形態を選択するかは委員会の判断であるが、結局のところ
潜在的な名宛人としての国家が一般的な義務としてこれを受け入れるか否か、
という判断にかかわる。最終的に出される成果文書が条約として成文化する結
果につながらないにしても権威ある ILC の成果物という文脈においてその意
義は大きい92）。非拘束的形式であっても国家実行に影響を与え、場合によって
89) Second Report, supra note 14, para. 121.
90) Topical summary of the discussion held in the Sixth Committee of the General
Assembly during its sixty-ninth session (A/CN.4/678), para. 65.
91) 第⚖委員会において、米国は、原則草案第⚘条が実質的には平和維持軍活動にお
いて新しい法的義務を創り出すおそれがあり、原則草案16が「有毒または危険な
（toxic or hazardous）」戦争残留物を含むことは特定通常兵器使用禁止制限条約の
範囲を拡大することにつながると指摘した（A/C.6/71/SR.29, paras. 69-70）。
92) 条約形式であるか否かにかかわらず、慣習国際法の存在の証拠としての役割や国
際法の漸進的発達への寄与といった法的効果を有する作用のほか、ある特定の領域
における法典化作業の実施に関する実際上の影響は ILC の実行から確認できる →
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は後の法典化作業に影響を与えることもある。
武力紛争に関連する環境保護の確保において国際法規則の明確化・精緻化が
試みられることは、委員会による作業の重要な意義である。ただし、原則草案
は既存の法原則に変更をもたらすものではない。だとすれば、単なる既存の法
の記述や踏襲でもない原則草案の意義を示すことができるかは重要である。最
終的な規範体制としての成果物が規範性を担保できるようにより理論的な価値
を示せるか、そして実効性を兼ね備えることができるかが、最終段階に向けて
の課題の一つとなろう93）。
4 結びに代えて
以上検討してきたように、「武力紛争に関連する環境の保護」原則草案は、
伝統的な武力紛争法における枠組みを超え、包括的に問題状況を捉えることで
環境の保護を促そうとする。原則草案は、国際環境法規範の発展と動向を取り
入れ、環境保護の一般的義務のみならず、手続的義務を設定することにより、
一般的義務の実質的履行を確保しようとする。武力紛争によって影響を受ける
環境の保護について、これまでの国際法がもっぱら武力紛争法の規範に依拠し
てきた状況を考慮すると、これは革新的な成果である。
この議題における ILC のアプローチの包括性は、方法論、射程の設定、最
終的成果文書の形式の選定など作業の全体から確認することができる。委員会
の作業は適用される法分野を軸にせず、あえて時間軸を中心とするフェーズ区
分にすることで、従来の国際法が想定しなかった局面の論点を発掘し、それに
ついて政策的に対処しようとした。そのため、武力紛争の前後に適用する法を
含めて各フェーズに横断的に適用される一般原則を抽出する必要が生じ、関連
する法分野間の機能と相互作用のバランスをいかに調整し、原則草案のなかで
→ (酒井啓亘「国連国際法委員会による法典化作業の成果――国際法形成過程におけ
るその影響」村瀬信也・鶴岡公二編『変換期の国際法委員会』（信山社、2011年）
45～46頁）。
93) 国際法委員会研究会、前掲註81（2016年）109頁。
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実現するかが課題となった。
こうした委員会の姿勢は、原則草案の適用範囲の設定からもうかがうことが
できる。適用範囲を国際的武力紛争および非国際的武力紛争に設定したことで、
原則草案は非国家主体による環境の破壊にも対処することになる。慣習法規則
の同定を確認することで非国際的武力紛争に適用できる環境保護に関する規則
を明らかにする作業は、非国際的武力紛争における規範の濃密化に対する貢献
でもある。しかし、この事項的管轄の拡大は非国家主体に対する義務の実効性
をどの程度まで確保することができるかという問題を提起する。つまり、国際
法が機能する局面を非国際的武力紛争にまで拡大させたものの、同時に拡大し
た局面の実効性を確保する手段を原則草案は想定しておらず、実効性の問題こ
そが原則草案の弱点となりうる。原則草案は、武力紛争に関連する環境保護の
実質性を確保するために非国家主体に課される義務を確保する具体的な仕組み
には取組んでいないのである。
第69会期で設置された作業部会では今後の進め方について検討が行われた。
作業部会では、すでに問題の本質にかかわる多くの論点が議論され、これまで
達成した成果を踏まえて作業の完了を目指している。しかし、検討されるべき
法的論点の議論が尽くされたとは言えない。原則草案とコメンタリーの完成だ
けではなく、用語法の整理や全体構造の再構築などを通して原則草案の更なる
精緻化に加えて、関連する論点の検討が求められる94）。とりわけ、占領下にお
ける環境の保護、責任とライアビリティーの問題、原則草案の非国際的武力紛
争に対する適用の問題、非国家主体の責任などは今後の検討課題となろう95）。
94) Ofﬁcial Records of the General Assembly, Seventy-second Session, Supplement
No. 10 (A/72/10), paras. 258-259. Jaccobson 委員は、特にライアビリティー、非国
際的武力紛争における非国家主体、組織的武装集団の責任と実行について検討する
必要性に言及している（A/CN.4/SR.3318, p. 7）。また、Petrič 委員は、賠償と責任
配分が充分に検討されない場合、原則草案は不完全で困難を招くおそれがあるとし、
これらの論点の委員会作業における重要性を強調している（A/CN.4/SR.3320, p.
15）。
95) Third Report, supra note 18, paras. 33, 269 ; Poland (A/C.6/70/SR.25, para. 18),
Greece (A/C.6/70/SR.25, para. 43).
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同時に、国際環境法をはじめとする国際法の他の分野との補完関係に関する議
論をさらに深める必要がある。ILC によって構築される原則草案は現行の法
規則を収集した産物であり、原則草案とコメンタリーは規範全体の整合性の確
保のために注意深く作成される。委員会が武力紛争法、国際環境法および人権
法など国際法の関連する規則間の相互作用を調整することができれば、委員会
の作業は環境保護に役立つだけでなく国際法の断片化をめぐる議論への貴重な
貢献となるだろう。このような任務が成功しなければ、武力紛争に関連する環
境の保護について現行の国際法の曖昧さをさらに助長する不明瞭な規則の再生
産になるかもしれない。原則草案の完成に向けて最終調整に入る委員会の今後
の作業経過に引き続き注目したい。
〔付記〕 本研究の一部は、2015年度関西大学在外研究による成果である。
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